
注記

【重要な会計方針】

１．運営費交付金収益の計上基準

（１）年度計画で、事業の内容と運営費交付金で措置された予算額との対応関係が明らかにされ

    ているものについては、業務達成基準を採用している。　

退職準備研修費、健康診断費、退職手当等。

（２）年度計画で、業務の実施と運営費交付金で措置された予算額とが期間的に対応しているも

    のについては、期間進行基準を採用している。　

人件費（給与費）、物件費、心の健康対策費等。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

      定額法を採用している。

      なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

建物 ２～５０年

構築物 ２～２０年

工具器具備品 ２～１５年

車両運搬具 ４～　６年

      また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、損

    益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

（２）無形固定資産

      定額法を採用している。

      なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間５年以内に基

    づいて償却している。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

      退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

    当金は計上していない。

      なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法

    人会計基準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上

    している。



４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

      最終仕入原価法による原価法を採用している。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

      政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２１年３月末利回りを参考に１．３％で算出している。

６．リース取引の処理方法

      リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

    に係る方法に準じた会計処理によっている。

      リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

    引に係る方法に準じた会計処理によっている。

７．消費税等の会計処理

      消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

【貸借対照表関係】

【損益計算書関係】

    ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、1,077,465円であり、当該影響額を除いた　　

【キャッシュ・フロー計算書関係】

    資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定

資金期末残高

貸借対照表科目の現金及び預金残高には定期預金365,705,457円が含まれている。

  退職給付見積額 218,899,245円

    機構役職員(出向者を除く）が自己都合により退職した場合に、財源措置が予定されている

864,298,113円

498,592,656円

　　 当期総利益は177,850,557円である。



【固定資産の減損に係る注記事項】

減損の兆候について　　

１．使用しないことと決定した固定資産の用途、種類、場所等の概要

（１）用　途　　コザ事務室、土地、空調機室等の建物付属設備、間仕切り等の造作物

（２）種　類　　建物、土地、構築物

（３）場所等　　沖縄県沖縄市久保田3-5-10

２．使用しなくなる日

 平成21年度

３．使用しないこととした経緯及び理由

 独立行政法人整理合理化計画における組織の見直しとして、平成21年度に那覇支部及び

 コザ支部を統合するため

４．将来の使用しなくなる日における帳簿価額 114,693,474円

    回収可能サービス価格及び減損額の見込額  66,854,550円

    減損額の見込額 　47,838,924円


